









































































































































































４．第 2部 被害者支援制度 
 







































                                                                           
（２）第４章 DV被害者支援の取り組み 


































































（１）第５章 ジェンダー公平な司法へ―アメリカにおける NGOと裁判所の協働   
 
 米国における司法教育の歴史において、裁判所におけるジェンダー・バイアスが研修内容として本格
的に取り上げられたのは、1986年のことである。それまでは、公民権運動の高まりとともに、女性の権
利拡大を求める動きも活発となり、公民権法第 7編に基づいて雇用における女性の差別禁止を求める訴
訟が続々と提起されたが、ほとんど認められることがなかった。そのため 1980年に女性団体が設立した
のがNJEP（「裁判における男女平等促進のための全米司法教育プログラム」）である。NJEP設立当時
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は、裁判官は公平公正であり、それが彼らの仕事なのだから、偏見について裁判官を教育する必要など
ない、というのが社会の反応であった。しかしながら裁判例や新聞報道などの情報を収集し分析を続け、
根気強く裁判所におけるジェンダー・バイアスの存在を訴えた結果、司法教育の項目としてジェンダー・
バイアスが取り入れられるようになり、さらに、ほとんどの州の裁判所でジェンダー・バイアスの調査
研究に取り組むタスク・フォースが設置されることとなった。 
 NJEPとの協働によって結成された各州裁判所のタスク・フォースは、調査結果に基づき、裁判官・
裁判所職員・弁護士協会・検察官協会・議会・警察・ロースクールなど、司法制度に関わる多様なアク
ターに対し多くの勧告を出した。その結果、裁判官をはじめとする裁判所関係者の行動規定や、裁判所
の利用者への対応に関するルールが修正され、ジェンダー公平性の確保のため、地域コミュニティにお
いて裁判所手続きのモニタリング活動を実施している団体との協力関係が結ばれるなど、多角的な取り
組みが実施された。さらに判決のみならず、立法においてもジェンダー公平の実現が及んだ多くの例が
報告されている。 
 その後一定の成果を上げたジェンダー・バイアスに関するタスク・フォースは解散し、多くの州でジ
ェンダー公平性を目的とする新たなタスク・フォースか、あるいは、他のマイノリティ・グループの問
題と統合されたタスク・フォースが設置されることとなった。2000年当時で「もうジェンダー公平性は
達成された」とする認識が裁判所内外に広がっていたが、NJEPは、性差別的な偏見は、異なる性を持
つ人々の社会生活の現実に対する無知に由来し、社会の中に深く根を下ろしているものであり、それを
克服するためには、不断の努力と教育の継続が不可欠であるという認識から、次の課題として「ジェン
ダー公平性の制度化」を掲げている。これは、新人ベテランを問わず、全ての裁判官や職員に継続して
ジェンダー・バイアスに関する教育を実施すること、裁判所の中にジェンダー公平性を目的とする恒常
的な委員会を置くこと、司法教育において、ジェンダー・バイアスの問題を特定のプログラムの中での
み扱うのではなく、関連するあらゆる法分野のプログラムにおいてジェンダー公平性が探求されること、
などを具体的な目標としている。NJEPの戦略は、ジェンダー・バイアスをめぐって価値観の対立構造
を持ち込むのではなく、問題は「事実」に関する正確な知識の欠如である、という認識に基づき、自分
たちの活動と、客観性・公平性・中立性を実現したいという裁判官の理想とは異なるものではないとし、
彼らが、より彼らの理想に忠実に仕事ができるように、事件の生起している社会的文脈を構成している
「事実」を、裁判官に提供するのだ、という姿勢を貫いている点にある。日本の司法教育に対して外部
から働きかけることは、現時点ではかなりの困難が予想されるが、日本においてジェンダー公平な司法
を実現するための方法論として、NJEPの実践は大きな示唆を与えてくれるものと思われる。 
 
 
（２）第６章 DV被害者の権利主体性～「支援を受ける権利」試論～ 
 
 DV防止法によって創設された保護命令制度は、一定の要件さえ満たされれば、どこの裁判所で申立を
しても同一の手続きによって処理されることが保障されている。このような司法による救済に対し、行
政による被害者支援は、第 4章第 1節でみたように各自治体の裁量に委ねられており、地域格差が大き
いことが長年指摘されてきた。各自治体における具体的な施策は年々整備が進んでいるものの、どこで
支援を受けるかによって支援の内容が異なるという状況は基本的に変わっていない。その背景として、
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国の方針、当該自治体における財政状況等、様々な制度上あるいは事実上の制約要因があるとしても、
より根本的には、被害者が制度の客体でしかない、という点に問題があるのではないだろうか。被害者
の意思の尊重ということが、多くの自治体の DV防止基本計画の理念に謳われており、苦情処理制度を
設ける自治体も増えてきているが、実際に支援を受けた被害者や支援に携わる人々にとっては、被害者
はあくまで支援の対象であり、支援を受けることは「権利」ではなく「恩恵」であると感じられている。 
 現在の制度設計では、立法趣旨も文言上も支援の現場でも、被害者の「権利」は明確にされていない。
被害者の「権利」という視点を重視するのは、第一には、上記のように、自治体間の格差を是正し、全
国一定水準の支援を確保するためであるが、第二に、DV被害者の回復のために、支援が「権利」として
行われる必要があるからである。DV被害を受けていた間、被害者は、日常生活における細々とした選択
にいたるまで、加害者の指示命令に従わされ、たとえ被害者にとって本来当然の権利として認められる
ことであっても、それは加害者の「恩恵」として恣意的に与えられる。このような DV被害の実態を受
け、支援の現場では支援者は「恩恵」ではなく、あくまで被害者の当然の権利として、支援を行うこと
が求められている。それが、被害者のエンパワメントにつながり、失われた「自己」を取り戻すことに
つながるからである。 
 被害者の「支援を受ける権利」を構想する可能性を探るため、関連する法分野の議論を参照したとき、
たとえば、近年飛躍的な進展のあった犯罪被害者支援法制を見ても、刑事手続において遺族や被害者に
一定の法的地位が認められるようになってはいるものの、それ以外に具体的な成果はなく、支援を権利
とする議論も付随的なものに止まっている。また、DV防止法の前文にあるように、DVは人権侵害と考
えられるが、日本における人権侵害救済制度の実情からみても、人権をめぐる判例や学説の議論の枠組
みからしても、私人間において人権侵害を受けた者が公的な支援を受けることを「権利」と捉える視点
は見出せない。被害者支援を社会が担うことの根拠として、「必要性」からの議論はあっても、暴力被害
によって失われた権利を回復させる「義務」が社会にあり、そのための支援を求める「権利」が被害者
にある、という議論はない。支援が被害者の権利として理解されない限り、支援する側と支援される側
には権力関係が生じ、社会の中に支配―従属の非対称な関係性が再生産され続ける。DVだけでなく、親
密な関係の中で暴力・虐待によって、人として享有し得る権利を行使する以前にそもそも主体として立
つ力を奪われた人々の権利回復を図るためには、その支援が当然の「権利」として把握される必要があ
ると思われる。人権概念の見直しを含む新たな権利論の構築を今後の課題としたい。 
 
 
６．おわりに 
 
 本書では、加害者が女性・被害者が男性の場合や同性カップル間など、ジェンダー・バイアスだけで
は説明のつきにくい関係性における暴力をどう考えるかという問題については、十分に検討することが
できなかった。これらの事例についてはジェンダーが無関係ということではなく、ジェンダーやセクシ
ュアリティ、その他の要因をも含む複合的な格差の問題が背景にあることが推測される。また、現在の
被害者支援は、被害者がそれまで属していた地域的人的コミュニティから切り離され、多くを失うとこ
ろから出発する制度であるが、それに代わる権利主体としての被害者の回復を保障する具体的な支援制
度の構想も、今後の課題として検討していきたい。 
